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部会活動の背景，目的 

背景 
  高加速度の地震動が観測されるようになり、従来の力のつ
り合いに基づく評価方法に代わる方法の構築が求められる
ようになった。 

 

目的 
  強震時の原子力発電所基礎地盤および周辺斜面の地盤安
定性評価手法の高度化に関する研究の成果及び国内外の
最新の研究成果等をもとに、地盤安定性評価手法の体系化
について検討することを目的とする。 
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部会活動全体計画 
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審議項目 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

全体研究計画 ・全体研究計画   

破壊過程を考慮した合理的な

地盤安定性評価に関する検討 

・地盤安定性評価手法の実績を調査 

・粘着材を対象として、遠心場(50G

程度)の模型振動実験を実施する． 

・摩擦材，及び対策工を有した斜面を対

象として、遠心場(50G程度)の模型振

動実験を実施 

・現行評価手法による安全率と変形照査

手法の指標である土砂移動量(有限変

位)検討 

・Newmark法により模型振動実験の再現

解析 

・変形照査手法としての Newmark 法の

適用範囲と土砂移動量推定精度に関

する検討 

物性評価の合理化に関する検

討 

・動的原位置岩盤三軸試験実施 

・室内試験用試料のサンプリング実施 

・サンプリング試料の室内試験実施 

 

・原位置試験シミュレーション実施 

・動的強度評価手法提案 

斜面対策工の評価手法に関す

る検討 

・対策工の実績調査 

・FEM解析における地盤と対策工のモ

デル化手法を検討 

・斜面の FEM安定解析より対策工の効果

を検討 

 

・対策工を有する斜面の模型振動実験の

再現解析実施 

・対策工の健全性について、評価項目と

評価方法例示 

 



部会委員構成（その１） 
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役 職 氏 名 所 属 

主 査 國 生 剛 治 中央大学 理工学部 土木工学科 教授 

幹事長 大 鳥 靖 樹 (財)電力中央研究所 地球工学研究所 地震工学領域 ﾘｰﾀﾞｰ 

委 員 岩 下 和 義 埼玉大学 大学院理工学研究科 環境科学社会基盤部門 教授 

委 員 内 海  博 東北電力㈱ 土木建築部（火力原子力土木） 課長 

委 員 蛯 沢 勝 三 (独)原子力安全基盤機構（JNES）  総括参事 

委 員 大 内 泰 志 四国電力㈱ 土木建築部 設備保全推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ補佐 

委 員 長 田 昌 彦 埼玉大学 地圏科学研究ｾﾝﾀｰ 准教授 

委 員 小野寺 正 典 日本原燃㈱ 再処理事業部 土木建築部 土木建築技術課長 

委 員 金 子 岳 夫 東京電力㈱ 原子力設備管理部 土木技術ｸﾞﾙｰﾌﾟ 副長 

委 員 岸 田  潔 京都大学 大学院工学研究科 都市社会工学専攻 准教授 

委 員 北 川 陽 一 日本原子力発電㈱ 開発計画室 土木設計ｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 課長 

委 員 京 谷 孝 史 東北大学 大学院工学研究科 土木工学専攻 教授 

委 員 國 西 達 也 中国電力㈱ 電源事業本部 上関原子力立地ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（耐震土木担当）ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

委 員 古 関 潤 一 東京大学 生産技術研究所  人間・社会系部門 基礎地盤工学研究室 教授 

委 員 小 高 猛 司 名城大学 理工学部建設システム工学科 教授 

委 員 五 月 女 敦 電源開発㈱ 原子力事業本部 原子力建設部  土木耐震ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

委 員 佐 藤 清 隆 (財)電力中央研究所 地球工学研究所 上席研究員 

委 員 篠 田 昌 弘 (財)鉄道総合技術研究所 構造物技術研究部 基礎・土構造研究室 副主任研究員 

 



部会委員構成（その２） 
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役 職 氏 名 所 属 

委 員 谷  和 夫 横浜国立大学 大学院都市ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ学府・研究院 教授 

委 員 東 畑 郁 生 東京大学 大学院工学系研究科 社会基盤学専攻 教授 

委 員 中 野 正 樹 名古屋大学 大学院工学研究科 社会基盤工学専攻 教授 

委 員 中 村  晋 日本大学 工学部 土木工学科 教授 

委 員 野 中 則 彦 経済産業省 原子力安全・保安院 原子力発電安全審査課 安全主席分析官 

委 員 袴 着 正 隆 九州電力㈱ 土木部 原子力ｸﾞﾙｰﾌﾟ 副長 

委 員 橋 詰 正 広 中部電力㈱ 発電本部 土木建築部 原子力土建ｸﾞﾙｰﾌﾟ 副長 

委 員 原 口 和 靖 関西電力㈱ 土木建築室 原子力土木建築ｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

委 員 東  貞 成 (財)電力中央研究所 地球工学研究所 地震工学領域 上席研究員 

委 員 松 島 亘 志 筑波大学 ｼｽﾃﾑ情報工学研究科 構造ｴﾈﾙｷﾞｰ工学専攻 准教授 

委 員 宮 岸 和 信 北陸電力㈱ 土木部 耐震土木技術ﾁｰﾑ 統括 

委 員 薮  正 樹 北海道電力㈱ 土木部 土木ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

委 員 吉 田 郁 政 東京都市大学 工学部 都市工学科 計画ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究室 教授 

委 員 若 井 明 彦 群馬大学 大学院工学研究科 社会環境ﾃﾞｻﾞｲﾝ工学専攻 教授 

 



部会委員構成（その３） 
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役 職 氏 名 所 属 

幹 事 石 丸  真 (財)電力中央研究所 地球工学研究所 地震工学領域 主任研究員 

幹 事 岡 田 哲 実 (財)電力中央研究所  地球工学研究所 ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ研究ｾﾝﾀｰ 主任研究員 

幹 事 河 井    正 (財)電力中央研究所 地球工学研究所 地震工学領域 主任研究員 

幹 事 小早川 博 亮 (財)電力中央研究所 地球工学研究所 地圏科学領域 主任研究員 

幹 事 重 光 泰 宗 関西電力㈱ 土木建築室 原子力土木建築ｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾘｰﾀﾞｰ 

幹 事 戸 田 孝 史 鹿島建設㈱ 土木設計本部 構造設計部 原子力ｸﾞﾙｰﾌﾟ 設計長 

幹 事 中 島 正 人 (財)電力中央研究所 地球工学研究所 地震工学領域 主任研究員 

幹 事 信 岡  卓 東電設計㈱ 土木本部 耐震技術部 設計高度化ｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

幹 事 平 川 芳 明 ㈱ニュージェック 技術開発ｸﾞﾙｰﾌﾟ ﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

 



部会活動の最終成果物 

• 成果物の内容 

  －Newmark法の適用性 

  －岩盤の動的強度評価方法 

  －斜面対策法（アンカー・抑止杭）の解析方法 

 

• 成果物の社会還元方策 

  －耐震設計技術指針への反映 
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平成23年度部会活動計画  

(1) 破壊過程を考慮した合理的な地盤安定性評価に関する検討 

 

(2) 物性評価の合理化に関する検討 

 

(3) 斜面対策工の評価手法に関する検討 
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NG 

対策工検討 終 了 

1.2<Fs1 

1.0<Fs2 

従来の評価法 

応力の釣り合い法による安全率 Fs1算定 

変形照査可否判定 

自重と残留強度による安全率 Fs2算定 

OK 

NG OK 

許容値以下 

変形量照査 

NG OK 

大変形に至る 

可能性有 

有限変形の 

可能性有 

変形量照査を考慮した斜面の安定性評価案 

②物性評価 

①破壊過程 

②物性評価 

③対策工評価 
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【実験３】 

 人工泥岩斜面にアンカーを配置した遠心振動実験 

対策工有り 対策工無し 

実験の視点 
●実験の視点は，対策工有無による斜面挙動の比較と効果を確認する． 
●現在の解析評価手法の検証データを記録する． 
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実験結果 

 ①無対策地盤では，表層地盤内にすべり線を形成． 

 ②対策工実施地盤では，滑り線は形成されていない． 

  アンカー軸力は維持されており，加振前後での変動は小さい． 

今後の方針 

 ●実験の再現解析を行い，適切なモデル化方法を検討する． 

対策無し地盤 対策有り地盤 

（断面）
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(100)

268.5
(13.425)
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(2)

　モデルＡ
（対策工あり）
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(14.5)
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(14.5)
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単位：mm
（単位： m）

加速度計（水平）：18ch 変位計（水平）： 8ch

側面測点：69点加速度計（鉛直）： 2ch
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支圧板
（アクリル板460×690、t10）

アンカー（1段）
M6長ねじ
L＝1012+53＝1065

アンカー（2段）
M6長ねじ
L＝553＋53＝606

表層部 表層部基盤部

ピン ピン

変位計（鉛直）： 4ch

26.56°26.56°

◆
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◆
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ジオグリッド（3段）
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A11
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D2H D2V D3H D3V D5H D5V D6H D6V

A71

A72

D71H

D72H

D11H
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LTW
LTC
LTE

LUW
LUC
LUE

撮影(対策有) 撮影(対策無) 
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昨年度に現地よりサンプリングしたコア 

供試体直径 φ20cm φ10cm φ5cm 

不連続面本数 3～10本 1～4本 0本 

試験内容 三軸試験 一面せん断試験 三軸試験 

試験目的 
原位置試験結果 

の補足 

不連続面の 

動的物性評価 

岩石の 

動的物性評価 

φ 20cm 

φ 10cm 
φ 5cm 
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φ20cmとφ5cmの動的変形特性 

CD（不飽和） CU 

φ 20cmの結果 

  φ 5cmの結果 

・局所変位と外部変位の結果の差は小さい（ 計測結果の信頼性は高い） 。 

・φ20cm，φ5cmの結果は概ね等しく，また排水条件による差はほとんど見

られない。また，原位置試験の結果とは値が大きく異なる。 

CD（不飽和） CU 
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不連続面の一面せん断試験結果 

・切断供試体と天然不連続面の動的変形特性はほぼ同様。 
・せん断剛性Ksのひずみレベル依存性は顕著。 
・1～0.01Hzの範囲でKsの周波数依存性は見られない。 
→ 岩盤不連続面の動的変形特性が始めて明らかになった。 
 
・減衰率ｈについては，データ整理実施中（2/29までにPPT差替え予定）。 

切断 

供試体 

 

 

 

 

天然 

不連続面 
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試験結果のまとめ 

【強度】 
•原位置試験ではピーク強度を得ること
ができなかったが，コア試験の結果か
ら静的試験および動的試験のピーク強
度を得ることができた。 
•既往の研究と同様に動的強度が静的強
度を上回る結果となった。 

 
【変形】 
•原位置岩盤試験により，従来取得でき
なかった不連続性岩盤の動的変形特性
を得ることができた。 
•しかしながら，原位置試験結果とサン
プリングコア（φ 20cmとφ 5cm）の結果
は大きく異なった。 
•不連続面の繰返し一面せん断試験によ
り，岩盤不連続面の動的変形特性を得
ることができた。 

静的強度と動的強度の比較 

原位置，コアの変形特性の比較 

CD CU 
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◎地盤と対策工のモデル化の検討（アンカー工） 

対策工なし 
(既往の手法）  

アンカー工 あり 

モデル１ モデル２ 

 

①常時の
応力状態
の評価 

・線形弾性解析 
（自重解析、掘削解析
など） 

 

 

同左 

 

②地震時
の応力増
分の評価 

 

 

・等価線形解析  

③地震時
の応力状
態の評価 

・①と②を足し合わ
せて、地震時の応
力状態を評価  

 

同左 

 

同左 

想定すべり面 

緊張力：集中力とし
て作用させる 

棒要素 

・線形弾性解析 

・等価線形解析 ・等価線形解析 

D級 

D級 D級 

CL級以上 

CL級以上 
CL級以上 

【目的】モデル斜面を対象として、対策工の効果を検討・確認する。 

上記モデル１とモデル２の適用性について検討する。 
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◎地盤と対策工のモデル化の検討（抑止杭工） 

【目的】モデル斜面を対象として、対策工の効果を検討・確認する。 

 

対策工なし 
(既往の手法）  

 

抑止杭工  

検討１ 

（対策工なしと同じ手法） 

検討２ 

①常時の応力
状態の評価 

線形弾性解析 
（自重解析、掘
削解析など） 

 

同左 

 

 

同左 

 

②地震時の応
力増分の評価 

 

等価線形解析  

 

③地震時の応
力状態の評価 

①と②の応力
を足し合わせて
、地震時の応
力状態を評価  

 

同左 

①の応力を引き継いで②を実施。 

解析結果がそのまま地震時の応
力状態となる。  

◎上記のモデル化と評価方法の適用性について、H23年度はモデル斜面を用いた数値
シミュレーションにより検討する。 

静的非線形解析 

等価震度 

想定すべり面 

杭のモデル化 

（はり要素） 

想定すべり面 

杭のモデル化 

（はり要素） 

等価線形解析 



平成23年度部会開催履歴（その１） 

【第３回部会】 

○日 時：平成23年12月12日（月） 14:00 - 17:30 

○場  所：弘済会館 4F 「菊」 

○議 事： 

  1. 主査挨拶 

  2. 議事録確認 

  3. 東北地方太平洋沖地震関連の話題提供 

   ・若井明彦委員（群馬大学教授） 

   ・中村晋委員（日本大学教授） 

  4. 平成23年度研究計画 

   4-1．破壊過程を考慮した合理的な地盤安定性評価に関する検討 

   4-2．物性評価の合理化に関する検討 

   4-3．斜面対策工の評価手法に関する検討 

  5．その他 
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平成23年度部会開催履歴（その２） 

【遠心載荷模型実験見学会】 

○日 時：平成24年2月2日（木） 13：00～17：00 

○場 所：(株)大林組技術研究所 1F本館講堂3・4 

○実験ケース：アンカー補強・無補強 

 

【第４回部会】 

○日 時：平成24年 2月16日（木） 14:00 - 17:30 

○場  所：スクワール麹町 3F「錦」 

○議 事： 

  1. 挨拶 

  2. 前回議事録（案）の確認 

  3. 平成24年度研究成果報告 

    3-1．破壊過程を考慮した合理的な地盤安定性評価に関する検討 

    3-2．物性評価の合理化に関する検討 

    3-3．斜面対策工の評価手法に関する検討 

  4．その他 
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平成23年度部会活動成果（1）～（n） 

• 調査研究活動項目ごとの論点（審議内容）を
示し，審議の結果，どのような報告になった
のか，というトーン 

–電共研色を打ち出さないように 

–調査，解析，実験の結果がこうなった，というトー
ンは避ける． 

–図なども活用する． 
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平成23年度成果のまとめ 

• 各調査研究項目が最終成果物とりまとめに
向けてどの程度進捗したのか． 

• 課題はあるのか． 

• 平成23年度成果のみによって社会還元を果
たせそうか． 
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平成24年度活動計画 

(1) 変形照査手法としてのNewmark法の適用範囲と土砂移動
量推定精度に関する検討 

 

(2) 原位置試験シミュレーション実施 

 

(3) 動的強度評価手法提案 

 

(4) 対策工を有する斜面の模型振動実験の再現解析実施 

 

(5) 対策工の健全性について、評価項目と評価方法例示 
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平成24年度活動計画 

(1) 部会開催予定 

  年２～３回程度開催予定 

 

(2)行事予定 

  －遠心載荷模型実験の見学会 

  －岩盤の引張り試験装置の見学会 
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